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１．はじめに
近年、特に技術集約的な産業において、企業内だけでなく企業の外部
からもイノベーションのシーズを取り込もうとする技術知識のソーシング
（取り込み）の重要性が高まっている。第二次大戦後、急速に進んだ企業
活動のグローバル化は、世界中に広がる市場を企業に提供すると共に、国
境を越えた企業間競争をもたらした。これによりプロフィット･マージン
が減少する一方（Buckley	and	Casson,	1998）、新たなイノベーションを求
める圧力が高まることによって、製品のライフサイクルは大幅に短縮して
いく。さらに技術面では、ひとつの製品を開発する際により多くの分野に
わたる「複合技術」を求められると同時に、その内容についてはより高度
な科学的知識の重要性が増すようになった。このため企業は、製品・サー
ビスの開発において科学的知識も含めた広い分野について一定の技術能
力を持つことを要求されるようになる。このような利益の圧縮とイノベー
ションコストの増大に直面した企業は、多面的な技術能力2の維持を図る
ために、自社内で研究開発資源を開発するだけでなく、これを外部の資源
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「技術能力（technological capability）」という語は Nelson and Rosenberg （1993）
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で補完するようになっていく。1970年代まで自前主義にもとづき運営され
ていた研究開発活動は、次第にリードユーザー、主要サプライヤ―、大学
といった企業外部の資源から技術知識ソーシングを行い、イノベーション
に活用するネットワーク型のイノベーションモデルへと移行してきた。
企業外部からの技術知識ソーシングの対象は国内に限定されるものでは
ない。企業活動のグローバル化は、イノベーション活動においても進み、
世界各地に分散する先端的な技術知識を求めて国境を越えたソーシングが
活発に行われるようになってきている。この背景には、輸送技術や情報通
信技術が発達し、国境を越えたコミュニケーションに対する信頼度、効率
性、カバレッジが改善されたのと同時に、遠距離コミュニケーションにか
かる費用が大幅に減少したことから、国際的な情報交換が容易になったこ
とがある。さらに、国境を越えた企業活動のマネジメントを可能にする組
織面でのイノベーションに加え、通貨の安定、貿易や投資の自由化、国際
的な知的財産の保護にむけた制度の整備や企業活動のグローバル化に肯定
的な国際的な政治環境も、イノベーションのグローバル化の促進を補完し
た。これによって特に1990年代半ば頃から、海外に所在する優れた技術知
識をソーシングしてイノベーションのシーズとして活用しようとする動き
が活発化した。技術知識の流れの方向性についていえば、本国で開発され
た技術に基づく製品が海外市場へ輸出され、その後海外での販売・生産活
動が行われる中で、本国から国外へと技術知識が流れていくという従来型
の流れとは逆向きになる。
企業の競争力は、その企業が新しい製品やサービスを開発し市場化する
ことができるか、つまりイノベーションを創出できるかどうかに多くを負
う。そして、これに大きく寄与するのが、各企業が保有する技術能力である。
しかしイノベーションの創出は企業の技術能力だけに依存するものではな
においてイノベーションの創出に中心的な役割を果たす企業・国レベルの能力
として、国のイノベーション・システム分析で用いられている。また小田切・
後藤（1998）においても、企業家精神、需要と並び成長の 3 つの要素のひとつ
として用いられている。
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く、企業外部の要因である国のイノベーション・システムにも影響を受け
ている。国のイノベーション・システムという考え方はFreeman	（1987）、
Lundvall（1992）、Nelson（1993）によって提唱されたものであり、『イノベー
ションの創出、拡散、利用に影響を与えるすべての重要な経済、社会、政治、
組織、制度、その他の要因　（Edquist,	 	2005）』を意味している。つまり、
イノベーションにおいて主要な役割を果たすのは企業であるが、イノベー
ションへの取り組みは独立したものではなく、イノベーション･システム
にもとづきその国の中に蓄積された研究資源を用いて研究開発活動を行い
自社の技術能力を向上させ、シーズとなる技術知識をイノベーションへと
結びつけ、その国の制度下で発展してきた市場とそこでの需要によってイ
ノベーションからの利益が決定するという、広い枠組みの中で捉えられる
べきものである。
このような国のイノベーション・システムは、システム内の各主体の相
互関係を通じて時間をかけて累積的に形成されてきたものであるから短期
間では変化しない。企業の競争力の源泉となるイノベーションは、企業自
身の技術能力とイノベーション・システムの双方に依存するため、その国
のイノベーション・システムが企業にとって技術優位性を享受しやすいも
のであるのかどうかが、結果的に企業の競争力に大きく影響する。では、
イノベーションの創出に向けて企業が求める研究開発資源と、拠点国のイ
ノベーション・システムとが適合しない場合どうすればよいのか？長期的
にはイノベーション・システムが需要に合わせて変化していく可能性があ
る。しかし、より短期的な対応策として、海外からの技術知識ソーシング
が考えられる（Narula,	2003）。Porter（1990）は、イノベーションにおい
ては、競合他社がもたない情報の存在が大きな役割を果たすと指摘してい
る。そのような情報は研究開発や市場調査を通じて得られるだけでなく、
別の産業や別の国の異なる前提や視野を受け入れることでもたらされる場
合も多いと述べている。企業は本国のイノベーション・システムの制約か
ら離れ、求める技術分野において優位性を保有する異なるイノベーション・
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システムのもとにある他の国から技術知識ソーシングを行い、自社のイノ
ベーションへの取組みに導入することによって競争力を高めることができ
る可能性がある。
もちろん外部からの技術知識ソーシングにも問題がある。まず、企業外
部のパートナーと協調的に任務を成し遂げるには、企業内部だけで行う場
合と比べて追加的なマネジメントコストがかかる。さらに、任務を相手に
委ねることは、その任務に関してコントロール権を手放すことでもある。
また企業の内部資源を利用する場合と異なり、正式な契約のもとにソーシ
ングが行われるため、任務への対応において柔軟性が失われる。特に大き
な問題になるのは、任務に関わる企業外部の主体の数が増えれば、その分
情報の漏えいリスクも高まるほか、外部パートナーが機会主義的に行動す
る可能性もあるため、知的財産権の取り扱いに厳重な注意が必要になる点
である（OECD,	2008）。企業の競争力の源泉に関わる問題だけに、基本的
に外部の研究資源を効果的に用いるには様々な追加的コストが必要になる
上、国境を越えた遠隔地の主体と一連の取引を行うのであれば更なるコス
トがかかってくる。こういった海外からの技術知識ソーシングに伴うコス
トと、国のイノベーション・システムの差異から生じるベネフィットを比
べて、企業はソーシングの判断をすることになる	。
また、外部からのソーシングのコストについて考える際には、企業の吸
収能力についても考慮する必要がある。Cohen	and	Levinthal	（1990）は、
外部知識を評価し、吸収し、利用する能力を指して吸収能力と呼んでおり、
これは技術能力のうち重要な要素を構成している。企業の吸収能力は自社
研究開発を行うことを通じて形成され、新知識に関連する過去の知識レベ
ルが高まるにつれて吸収能力も高まっていく。本国とは自然環境、社会環
境、経済環境が異なる遠隔地で生み出された複雑で先端的な技術知識を、
国境を越えて受け入れるためには、企業は高度な能力を必要とされる（Von	
Hippel,	1994）。
本稿では、このような国のイノベーション・システムの違いから行われ
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る技術知識ソーシングのうち、主に1990年代後半の日本企業による海外研
究開発活動を介したソーシングに焦点をあてた著者によるいくつかの分析
結果を紹介する。これらの研究は、国が優位性を持たない技術分野におい
て企業が資源を欲したときに、これをどのようにして補うことが出来るの
かという問題意識に基づくものである。たとえば日本は1980年代まで半導
体や自動車、工作機械などの製造業産業において優位性を発揮したが、そ
の後成長産業となった情報通信（IT）、ソフトウェア、バイオテクノロジー
の分野では後れをとっている（後藤・児玉、2006）。本研究が着目する一
つの原因が、日本のイノベーション・システムがITやバイオテクノロジー
産業において求められるものと適合していない可能性があるということで
あり、これらの産業においてグローバル規模で競争しようとする日本企業
は、フィットしないシステムのもとでどのようにイノベーションを創出し
ていくのかということが考察のポイントとなる。
本稿の構成は以下のようになる。まず第２節では、技術知識ソーシング
における海外研究開発の位置づけについて概観する。次に第３節では、海
外からの技術ソーシングが国の技術優位性とどのような関係にあるのか、
また海外研究開発拠点が媒介として作用する可能性について検討する。第
４節では、国内と海外の研究開発活動によって高められる企業側の吸収能
力と、ソーシング先である現地法人のロケーションにおける研究開発資源
の豊かさに焦点を当て、これらが国内と米国における発明活動に対してど
のように貢献するのかを検証する。第５節では、日本企業による海外研究
所保有における系統的なパターンを検証することによって、海外の研究資
源からの知識ソーシングの可能性について洞察を得ようと試みた。これら
を踏まえ第６節において結論を提示する。
２．海外研究開発と技術知識ソーシング
企業が海外から技術知識ソーシングを行うとき、どのような経路を介し
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てなされるのか、大きく二つに分けて考えてみる。一つ目の経路は、海外
に所在する技術知識を、市場取引を介して直接、国内に取り込もうとする
ものである。これは、比較的定型化され権利が明確となっている、もしく
は既に成果が得られている海外の技術知識を、ライセンス供与や研究開発
業務のアウトソーシングなどの形態で、市場取引を介して海外から直接導
入するものである。二つ目は、海外に所在する技術知識を、現地に進出し
てソーシングしようとするものであり、技術知識は海外での活動を媒介と
して、国内に取り込まれる。この場合、海外での研究開発活動や、現地企
業や大学とのアライアンス3が、ソーシングの媒介として考えられる。
まず取引費用の側面からこれら二つのソーシングの経路について考えて
みよう。資本関係のない相手先とライセンシングなどの形で市場を介して
技術を取引する際には、その技術を明確に定義付け、必要な条件を取り決
めた契約を締結する必要がある。また、契約履行後も、商標のライセンス
をした場合であればライセンシーが要求された品質を満たしているか、ま
た、技術を供与した先から競合他社へ技術の漏洩がないかなどを継続的に
監視しなくてはならない。外部の研究開発資源からスピルオーバーではな
く、契約を伴う公式な形でソーシングを受ける際にはこれらの取引費用が
発生する。ただ、第一の経路を通じて取引される技術の場合、研究成果は
既に得られているか、もしくは定型化された任務のため成果が得られるこ
とがある程度の予想できるため、所有権など成果の取り扱いは取引前に定
義することができる。この場合、成果を実際にイノベーションに結びつけ
られるかどうかについては不確実であるとしても、ソーシングの成否に伴
う不確実性は低いという利点がある。一般的に、技術知識は非競合性や排
アライアンス、特に競合企業間の水平的なアライアンスは、すでに得られた成
果について市場取引をする場合の契約と比較して、協調関係の維持に多くの資
源を必要とする複雑な組織形態である。そのため、特殊なプロジェクトのみに
関して行われる（Narula, 2001）。Tidd and Trewalla（1997）の調査によると、
アライアンスを重要な技術源と考える企業は、日本および英国企業の 13％にと
どまる。
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除不可能性といった公共財的性質を持ち、市場を介した取引が難しいと考
えられているが、このような技術の定義が明確で、不確実性が低い技術の
場合であれば取引費用が相対的に低くなるため、ソーシングが促進されや
すい。さらに、文章、数式、図表などの形にコード化された部分が多い、
科学的な知識に大きく依拠したサイエンス型の技術知識が取引の対象に
なる場合、市場での取引が行いやすくなる可能性もある（後藤・小田切,	
2003）。
さらに、近年では情報･通信技術や、輸送技術など、距離的な障壁を低
減させる技術（space	shrinking	technology;	Dicken,	1998）の進化によっ
て、取引相手のモニタリング費用を始めとした、海外との技術知識のやり
とりに伴う取引費用が減少し、市場を通じた知識の取引が容易になってき
た。また、各国における特許制度の整備や、規制のハーモナイゼーション、
WTOのような国際紛争の解決を目的とする機関の設立など、国境を越え
た取引の促進を目的にした諸制度の整備が進んだ。これによって、技術情
報の漏洩への対策が容易になったほか、専有化の度合いが先進国間で均一
化したことも、国境を越えた技術取引の促進に貢献している。
しかし、これらの技術的、制度的な促進要因を考慮してもなお、最先端
の技術知識は市場での取引に向かず、輸入した技術の国内での利用は障害
を伴うと考えられる。第一の原因は、知識がロケーションや技術の背後に
ある文脈と切り離しにくい（sticky）性質をもつことである。これは知識
が現地に住む人材に体化されていたり、現地のシステムに組み込まれたも
のであることから生じる性質である（Narula,	2003）。また技術は、実験装
置や実験環境といった技術が生まれた環境や状況、つまり技術の背後にあ
る文脈からも影響を受けている。そのため、たとえ技術知識を現地から切
り離して持ち出したとしても、これをほかの場所で利用するためには、技
術の文脈を理解した上で、環境要因を取り除き、別の状況下で利用できる
ように修正する必要がある（藤村,	2002）。
第二の原因として、知識の暗黙的な性質があげられる。知識は文章や記
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号によってすべてを表すことができるとは限らない。多くの場合、形式的
に表現しきれない部分があり、直接的なコミュニケーションや経験の共有
を介さずに、これらを移転することは難しい。そのため、暗黙知の受渡
しをするためには、移転元と移転先の両者が物理的もしくは地理的に近く
にいることが重要となる（Blanc	and	Sierra,	1999）。技術知識を遠隔地に
立地する第3者から輸入する場合を考えると、取引の対象となる技術知識
のうち、コード化された結果はもらえるが、人間に蓄積・体化されたスキ
ルなど暗黙的な知識はもらうことが出来ないという問題が生じる（Kogut	
and	Zander,1993）。このような技術知識のやり取りに、地理的な緊密さが
重要であることは、一連のスピルオーバーに関する研究でも確認されてお
り、地理的距離とスピルオーバーの可能性が負の関係にあることや（Jaffe,	
Trajtenberg	and	Henderson,1993；Jaffe	and	Trajtenberg,	1996）、産業ラ
イフサイクルの初期段階では、特に暗黙知が重要な役割を果たすため、イ
ノベーション活動がクラスター化する可能性があることが示されている	
（Audretsch	and	Feldman,	1996）。
このように最先端の技術知識の文脈依存性や暗黙性が高いことから、ラ
イセンスなど第1のタイプの経路を介してソーシングをすることが難し
い。企業が国内の研究資源では対応できず、海外からのソーシングを試み
るような先端的な技術知識は、多くの場合新しく複雑なものである。サイ
エンス型の技術知識は、論文などの形で文章、数式、図表などの形にコー
ド化されている部分が多い一方で、技術知識が新しいものであればあるほ
ど、複雑なものであればあるほど、特定の研究者や研究室に体化されコー
ド化できない部分が増え、知識の文脈依存性や暗黙性も高くなる。そのた
め、ライセンス供与などを通じた大学からの知識移転では、吸収や開発プ
ロセスに移る前に、知識の創造者とある程度直接的な交流を持つことが必
要となると言われている。実際、大学における研究に関する論文や特許の
引用は遠隔地からでも行われる一方で、大学からのライセンシングは地理
的に制約される傾向があることが示されている（Mowery	and	Ziedonis,	
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2001）。このようなソーシングの対象となる技術知識の特性を反映して、
新しい技術の輸入に伴う取引費用は高くなると考えられる。
そのため、本国が優位性を持たないような技術知識を海外からソーシン
グする場合、海外研究開発拠点の設立や現地企業や研究機関とのアライア
ンスなどを通じて、海外の研究開発資源と地理的に近いところでコンタク
トをとり、新しい技術知識の創造を試みる第二の経路が、より有効なソー
シングの手段として期待される。特に、海外研究開発拠点は、企業全体の
イノベーションに貢献するような効率的なソーシングを行うための、国内
と海外をつなぐ媒介として機能する可能性がある。海外研究開発を通じた
ソーシングには２つのタイプの貢献が想定される。第一は、現地の研究資
源を利用して内部研究開発を行い、研究成果である技術知識を得ることで
ある。第二は、海外研究開発拠点が、現地の研究機関や企業などとの地理
的な近接性を活かし、継続性のある現地拠点として機能することによって、
これらとのアライアンスを促進し、補完的に機能することである。
３．国の技術優位性と海外からの技術知識ソーシング 4
この節では、海外からの技術ソーシングと国の技術優位性とがどのよ
うな関係にあるのか、さらに海外研究開発拠点がソーシングの媒介として
作用する可能性について検討する。まず顕示技術優位性指標（Revealed	
technological	advantage:	RTA）に基づき、代表的な科学依拠型の技術分
野であるバイオテクノロジーおよび製薬分野における各国の技術優位性に
ついて比較対照を行い、国際的な技術リーダーへのキャッチアップ圧力と、
国内の技術保有資源の制約との間でミスマッチが生じる可能性について叙
述的に検証する。その後、その後技術のソーシングとの関係について統計
この節は元橋一之（編）（2009）『日本のバイオイノベーション：オープンイノ
ベーションの進展と医薬品産業の課題』白桃書房、第 3 章「日本のバイオ分野
の技術優位性と海外からの技術の取り込み」を要約したものである。
4
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的に検討していく。
国の技術優位性を見るにはいくつかの方法が考えられるが、ここでは研
究開発のアウトプットを見る際によく用いられる特許データを使用する	。
具体的にはNBER（National	Bureau	of	Economic	Research）によって公
開されている1963-2002年に米国で取得された特許データを用いた	。一つ
目の方法は、取得特許件数の値をそのまま用い、その国が各技術分野につ
いてどの程度の数の特許を取得し、技術が蓄積されているかという絶対的
優位性を見ることである。バイオ分野	では、1960年代に163件、1970年
代に719件、1980年代に936件、1990年代に2520件と、60年代に比べて90
年代には取得特許数が約15倍に達している。製薬分野についても年代順
に、122件、886件、2989件、8033件と66倍近くの特許件数の増加が見ら
れた。また、他国との比較で言えば、日本はバイオ分野において各年代を
通じて米国に次ぐ特許取得数であり、外国人出願の中ではトップを維持し
ている。製薬分野でも1980年代以降はドイツ、イギリスを越える特許が取
得されている。このように件数自体の絶対値で見る限り、日本のバイオ･
製薬分野は技術資源を着実に増大させており、優位性の減退は感じさせな
い。
次に、図1（1）および（2）で示されるように、製薬分野の米国特許の
うち米国で生まれた発明がしめる比率をみてみると、年代順に、70.8%、
201
55.4%	、47.7%、57.5%となっている。一方、バイオ分野における米国での
発明の比率は、61.2%、52.6%、59.3%、66.6%であり、バイオ分野では80年代、
医薬品分野では90年代より、世界的な両分野の研究資源のうち米国国内に
おける集積がより大きなものになっていることが分かる5。日本について
目立った特徴が見られるのは特にバイオ分野の方で、60-70年代には20%
前後の米国に次ぐ高い比率を占めていたが次第に減少し、90年代には10%
程度にとどまる。これは、米国における発明が60-90年代に急増したのと
対照的であり、両国におけるバイオ部門の技術的資源の蓄積が対照的なも
のであったことを示唆する。
図1（3）および（4）の場合は、各国でなされた発明のうち製薬・バイ
オ部門の比率が年代と共にどのように変化してきたかを示している。製薬
部門における変遷の大きな特徴としては、	日本以外のイギリス、ドイツ、
米国、中国では、特に80年代、90年代において製薬部門の比重が大きくなっ
たことがある。60-90年代にかけて製薬部門の比率が、イギリスでは14倍、
ドイツや米国では5-6倍に増加し、最も比重の大きなイギリスでは約11%
に達した。	一方、日本では60-90年代にかけて、1.5％から2.4％と微増に
ここで用いているのは米国特許庁（USPTO）の取得特許データであるため、米
国における発明にもとづく特許の比率が当然高い。とはいえ、分野に関係なく
米国内で行われた発明にもとづく特許の比率は 60 年代が 79％、70 年代が 67％、
80 年代が 56％、90 年代が 54％にとどまっており、このような全般的な米国国
内の発明比率を考慮したうえでも同じことがいえる。
5
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とどまっており、他の国において技術の特化が製薬部門に次第にシフトし
ていったのに対して、日本ではそのような動きが起こらなかった。また、
バイオ分野についても同様に、日本以外の4国については年代と共にバイ
オ分野のイノベーションの比重が高まっている。一方、日本の発明におけ
るバイオ分野の比重は、60年代から明らかに一貫して減少している。これ
ら各国の製薬・バイオ分野の他国に対する比重、そして自国のほかの技術
分野に対する比重から読み取れるのは、ここでみた米国、イギリス、ドイツ、
中国といった国が年代と共にこれらの部門に技術的特化を大きくシフトさ
せ、	技術優位性を高めていったのに対して、日本の製薬部門については大
きな動きが見られず、またバイオ部門についてはむしろ優位性が失われて
いったことである。
次に、顕示技術優位指標（RTA指標：Revealed	Technological	Advantage	
index）を用いて、各国がどのような技術分野に特化し、強みを持ってい
るのかをみてみよう。これは各国の国際貿易における比較優位の状況を見
るための顕示比較優位指標（Balassa,	1965）をもとに、イノベーション活
動における比較優位を見るためにSoete（1987）によって使われたもので
ある。RTA指標によって示される技術特化のパターンは、漸次的に進む
技術変化を反映して長期的には少しずつ変化するものの、10-20年は維持
され、短期的には変化しない（Cantwell,1989）。RTA指標は以下の数式に
よって得ることが出来る：
i：技術分野
j：国
Pij：j国の居住者に対して付与されたi技術分野における特許数
分子は、ある技術分野、この場合であればバイオテクノロジー分野の世
界中の取得特許のうち日本における発明が占める割合を表す。つまり他の
RTAij = (Pij / Pijj ) / ( Piji / Pijji )
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国に比べて日本がバイオテクノロジー分野に強みを持っていれば分子は大
きいものになる。しかし、この値だけでは取得特許数が全体的に大きい規
模の大きな国ほど値が大きくなってしまうため、世界中の取得特許のうち
その国の発明が占める割合を分母におき規模の影響をとりのぞいている。
この式を変形すると、各国の技術活動におけるバイオ分野の相対的重要性
を示す指標ともなる。このような数式によって得られたRTA指標の数値
が、１よりも大きいとき、j国はi技術分野おいて相対的な優位性を持つが、
0≦RTA≦1の場合、j国はi技術分野について技術有意性をもたないと考
えることが出来る。
図1（1）－（4）で確認されたバイオ･製薬分野における日本における
技術優位性の喪失は、図1（5）－（6）で示されるRTA指標にも明示的に
現れており、製薬分野については60年代に1.72と他の国と比べて優位性が
見られたものの、それ以降はRTA値が1を切り、90年代には0.48にまで
落ち込んでいる。この傾向はバイオ分野においてさらに明らかであり、60
年代に8.34、70年代に2.92と技術的優位性を示した後、80年代以降は0.97、
90年代には0.51と大きく落ち込んだ。これは、製薬分野については米国、
イギリス、ドイツ、バイオ分野については米国、イギリスが年代を通じて
1以上のRTA値を維持し、技術優位性を持ち続けているのと対照的である。
技術優位性が減少し国内入手可能な研究開発資源に制約がある場合、激
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しい国際競争に晒され、国内外問わずグローバル規模でトップレベルの技
術に常に追いつく必要がある企業は、海外の資源にこれを求める必要が出
てくる。これまで特許データを用いてみてきた日本におけるバイオ･製薬
分野の技術優位性の減退を考慮すると、近年バイオテクノロジーの発展に
伴い要求される技術レベルの上昇、国際的な規制緩和により海外企業との
競争激化に直面する日本の医薬品企業が、海外の研究開発資源をより一層
求めるようになることが予想される。
次に、日本企業が直面する本国の相対的な技術優位性や、海外研究開発
活動をはじめとする企業戦略が、国外からのソーシングとどのような関係
をもつかについて、大規模特許データを用い実証分析を行うことで、より
一般的な含意を得ることを試みた。具体的には、海外からの技術知識のソー
シングを代理するものとして、取得特許における海外で行われたイノベー
ションの引用情報を用いた。そして、海外におけるイノベーションの有無、
ホスト国のロケーション要因、本国の技術的優位性、企業活動のグローバ
ル化の程度、企業の研究開発資源の保有の5つの側面から実証分析を行っ
た。ここではHall,	Jaffe,	and	Tratjenberg	（2001）	およびBronwyn	Hall	に
よってウェブ上で公開されているNBERの米国特許および引用データに
よって提供される特許情報を用いた。分析対象となったのは、食品、化学、
製薬、電気、電子、輸送機械、精密機械の産業	に所属する日本企業284	社
が譲受人（assignee）となる、1991	年～ 2002	年の米国実用特許149,113件
である。実証分析は二つのサンプルによって構成される。一つ目は、日本
国内および海外における発明に基づく特許を対象としたものである。この
場合、被説明変数は、これらの各特許が日本国外のイノベーションからど
れ位引用しているのかを示す海外引用比率を用いた（表１）。二つ目のサ
ンプルは、海外において発明がなされた特許に限定したものであり、被説
明変数としては海外引用比率に加え、ホスト国引用比率を用いた。これら
の被説明変数は、海外からのソーシングがない場合ゼロの値をとり、左側
にセンサーされることになるため、実証分析においてはトビットモデルを
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採用し、これに基づいて推定を行なうことにする。
実証分析の結果（表2）、国内外のイノベーションに基づく推定に関して
は、海外でイノベーションが行われている場合、そしてホスト国が豊富な
研究資源を保有するほど、海外からソーシングが行われる可能性が高いこ
とがわかった。また、本国が当該技術において強い比較優位を保有してい
ない場合、より活発な海外からのソーシングを行う傾向がある点も確認さ
れた。興味深いことに、当該イノベーションが海外で行われている場合は、
むしろ本国が技術優位性を持つ分野におけるソーシングが促される傾向が
ある（FRN*RTA）。また、海外における研究開発の経験は、ソーシングに
対して負の働きかけをすることが示された。また、企業が本国において十
分な研究開発資源を保有するほど海外からのソーシングは活発化するが、
国内での生産および輸出を中心とする企業活動の国内集中傾向が見られる
場合、海外からのソーシングは減少する。さらに、分析対象を海外でなさ
れたイノベーションに限定した場合、本国が技術的優位性を持たない分野
であり、現地の研究資源が豊富であることがホスト国そして海外全般から
のソーシングの比率に正に働きかけることが示された。
４．海外研究開発活動を介した技術知識ソーシングと企業の技術能力 6	
次に、国内と海外の研究開発活動によって高められる企業側の吸収能力
と、ソーシング先である現地法人のロケーションにおける研究開発資源の
豊かさに焦点を当て、付与された特許数で計測される国内と米国における
発明活動に対してこれらがどのように貢献するのかを検証する。ここでの
基本的考えは、本国（日本）そして海外（米国）における研究開発活動は
技術の開発を行う直接的な役割と、企業外部の技術知識に対する吸収能力
国の技術優位性と海外からの技術知識ソーシング
本節はTomoko Iwasa and Hiroyuki Odagiri（2004）: "Overseas R&D, Knowledge 
Sourcing, and Patenting: An Empirical Study of Japanese R&D Investment in 
the US," Research Policy, 33, 807 － 828, Elsevier を要約したものである。
6
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を高めるという間接的な役割を果たすというものである。直接的には、特
定のプロジェクトを通じて研究を行うことにより、新しい製品や新しいプ
ロセスを発明する。このような研究開発活動によって得られた研究成果は、
ノウハウや新しいデザインの開発は特許化できないことや、発明ごとに特
許の価値が異なるなどの問題があるものの、概ね特許数によって計測する
ことが出来る。一方、間接的には、研究開発活動を通じて企業内に蓄積さ
れる知識の量と多様性を増加させることによって吸収能力が高められ、結
果として企業全体の技術能力が向上することになる。このような吸収能力
の向上により、海外現地法人のロケーションに存在する技術知識ストック
（現地技術力とも呼ばれる）を、より有効に利用できるようになり、効率
的なソーシング活動につながる。そのため、企業全体としての技術能力の
レベルは、本国と海外の両方の研究開発活動に加え、海外現地法人が立地
している地域の技術力にも依存する。
企業がどの程度技術知識ソーシングを行うことができるかは、互いに影
響しあういくつかの要因で決定される。まず必要となるのは、ソーシング
の対象となる知識について調べ、評価し、同化する（取り入れる）ことを
可能にする企業の吸収能力である。第二に、効果的にソーシングが行われ
るためには、そのロケーションに十分な量の知識ストックが存在している
必要がある。知識とスキルを持つ科学者、エンジニア、テクニシャンや、
大学、公的研究機関、企業研究といった研究組織などの研究資源が、その
ロケーションにおいて相互関係を持つことによって、現地の技術知識は増
加していく。第三に、現地の技術知識ストックの大きさは、当該ロケーショ
ンから発生した技術知識だけでなく、地理的に近い地域から流れ込んだ知
識、つまりスピルオーバーからも影響を受ける。技術知識の受け取りは距
離による制約を受け、企業は研究開発拠点からより近いロケーションの技
術知識の集積から、より多くのスピルオーバーを受け取ることが出来ると
考えられている。ここでは、これらを踏まえた上で、企業が海外の技術知
識ストックからどれだけソーシングを行うことが出来るかは、親会社と海
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外研究開発現地法人の双方における吸収能力のレベル、現地技術知識のレ
ベル、地理的近接性の3つの要因に依存すると仮定して分析を行った。
ここで重要となるのは、研究開発を行う海外現地法人がソーシングに適
した州に立地しているとき、技術知識ソーシングがより効果的に行われる
のかという問題であり、これを検証するために現地の技術知識ストックと、
隣接する州からのスピルオーバーによって構成される、現地技術力の指標
を作成した。さらに、それぞれの研究開発現地法人が主に果たす機能によっ
て技術知識ソーシングの相対的重要性が異なると考えられるため、ソーシ
ングを主な目的として海外研究開発活動を行っている「リサーチ型」と、
本国で開発した技術の現地への適応を主目的とした「現地サポート型」の
2つのタイプに企業を分けて分析を行った（表3、表4、表5）。
その結果、米国現地法人を高い現地技術力を持つ州に設立することが、
「リサーチ型」企業の発明に有意に貢献することがわかった。これは、ソー
シング活動が行われる可能性が高い、豊かな研究開発資源を保有する海外
のロケーションにおいて、企業が研究開発活動を継続的に行うことがその
技術能力の向上に貢献することを示唆するものである。しかし、「現地サ
ポート型」企業間では、このようなロケーションの研究資源の豊かさが、
企業の技術能力に対して働きかける傾向は見られなかった。また、「リサー
チ型」企業間においても、技術分野を超えたスピルオーバーは限定的なも
のであり、単に豊かな研究開発資源が蓄積されているだけでなく、その企
業の技術的傾向と吸収能力に合致したロケーションでないと、ソーシング
が期待できないことがわかった。企業外部からの技術知識ソーシングは、
大学やほかの企業の研究者とのコンタクト、現地研究者の採用、学会、ラ
国の技術優位性と海外からの技術知識ソーシング
ln JPATi
lnUSPATi
= 0 + 1 ln JREi + 2 lnUSREi + 3EUROi + 4 ln LTSi
+ 5 ln EXPi + 6ACQi + s
s
Dis + i
210
横浜市立大学論叢社会科学系列　2013：Vol.64　No.3
表３：　変数およびデータ概要一覧
(obs=137)
変数 概要 Mean Std. Dev Min Max
JPAT 日本におけるイノベーションに基づき1998年1月から
2002年8月までの間に申請された特許数 88.59 282.86 0 1968
USPAT 米国におけるイノベーションに基づき1998年1月から
2002年8月までの間に申請された特許数 6.92 25.30 0 201
JRE 1998年の日本の親会社の研究開発費（百万円） 18,569 41,017 4 329,409
USRE 1998年の米国現地法人の研究開発費（百万円） 1,080 3,705 1 30,513
EURO ヨーロッパの現地法人が研究開発活動に支出している
場合1
0.39 0.49 0 1
LTS1
1998年の現地技術力の指標（分野間スピルオーバーな
し）
0.0438 0.0250 0.0074 0.1071
LTS2
1998年の現地技術力の指標（完全な分野間スピルオー
バー）
0.0435 0.0238 0.0045 0.1071
LTS3
1998年の現地技術力の指標（不完全な分野間スピル
オーバー）
0.0760 0.0610 0.0008 0.1681
EXP 最初の米国現地法人の設立からの月数 250.6 122.7 11 538
ACQ
米国現地法人が買収された（資本参加を含む）場合１（2
社以上の現地法人を保有する場合最も大きい研究開発
費を持つ現地法人の所有形態をみる）
0.25 0.43 0 1
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全企業 タイプR企業 タイプS企業
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)
lnJRE 0.5083 0.5143 0.4882 0.2332 0.3371 0.2597 0.0511 0.5605 0.5629 0.5459
(4.05)*** (4.12)*** (4.02)*** (0.83) (1.15) (0.95) (0.14) (4.44)*** (4.46)*** (4.32)***
lnUSRE 0.3162 0.3225 0.3244 0.3048 0.2663 0.4216 0.3223 0.2872 0.2909 0.2965
(3.82)*** (3.90)*** (3.82)*** (2.08)** (1.66)* (2.89)*** (1.20) (3.00)*** (3.02)*** (2.95)***
EURO 0.4596 0.4430 0.4535 0.6399 1.0801 0.6891 0.9511 0.3066 0.3076 0.2919
(2.10)** (2.04)** (2.08)** (1.51) (2.88)*** (1.74)* (1.78)* (1.16) (1.18) (1.11)
lnLTS1 0.1769 1.6316 1.5400 0.0823
(0.85) (3.22)*** (2.95)*** (0.36)
lnLTS2 0.3459 1.9149 0.1535
(1.54) (3.77)*** (0.61)
lnLTS3 0.1507 0.5365 0.0913
(0.94) (1.54) (0.54)
lnEXP -0.1538 -0.1545 -0.1438 0.2246 0.0304 0.1911 0.5264 -0.4717 -0.4666 -0.4544
(-0.57) (-0.59) (-0.56) (0.55) (0.08) (0.45) (0.99) (-1.63) (-1.63) (-1.61)
ACQ 0.4228 0.4117 0.3975 0.3980 0.0630 0.4444 1.0085 0.4975 0.4849 0.4569
(1.61) (1.61) (1.61) (0.87) (0.13) (1.04) (2.13)** (1.71)* (1.66)* (1.58)
food -0.8078 -0.8496 -0.9006 0.8469 0.6351 -0.5956 -1.5552 -1.5644 -1.5608
(-1.58) (-1.70)* (-1.86)* (1.14) (0.99) (-0.79) (-2.48)** (-2.51)** (-2.50)**
textile -20.4455 -20.5768 -20.3810 -19.4449 -21.1998 -18.8096 -20.3535 -18.4938 -18.9948 -18.7891
(-24.85)*** (-24.62)*** (-25.45)*** (-12.16)*** (-17.03)*** (-12.36)*** (-11.78)*** (-19.37)*** (-19.62)*** (-19.51)***
glass -0.7506 -0.6083 -0.7181 -1.0697 -1.0176 -1.0069
(-1.06) (-0.81) (-1.01) (-1.56) (-1.48) (-1.45)
steel -0.2393 -0.1616 -0.3042 -0.5017 -0.4732 -0.5218
(-0.42) (-0.28) (-0.58) (-0.92) (-0.87) (-1.01)
metal -0.8039 -0.7132 -0.7173 1.4341 1.4455 1.8742 0.6573 -1.4582 -1.4468 -1.4174
(-1.63) (-1.43) (-1.43) (2.07)** (2.78)*** (2.58)*** (0.89) (-2.45)** (-2.48)** (-2.43)**
chemical -0.7168 -0.6776 -0.6824 -0.8818 -0.5016 -0.9735 -0.9670 -0.9446 -0.9458
(-2.23)** (-2.10)** (-2.09)** (-1.32) (-0.82) (-1.56) (-2.46)** (-2.40)** (-2.44)**
pharmaceutical -1.4963 -1.5814 -1.5358 -1.8426 -1.5402 -1.8764 -1.6474 -0.9362 -0.9738 -1.0565
(-2.32)** (-2.43)** (-2.59)*** (-3.29)*** (-2.93)*** (-3.82)*** (-2.99)*** (-0.78) (-0.80) (-0.90)
machinery -0.5437 -0.5131 -0.5320 -1.0850 -0.6643 -1.6233 -0.7113 -0.6948 -0.6922
(-1.18) (-1.14) (-1.17) (-1.12) (-0.77) (-1.70)* (-1.62) (-1.60) (-1.62)
transport -0.9555 -1.0213 -0.8327 -1.5226 -1.2700 -1.3894 -0.4287 -1.2335 -1.2512 -1.1834
(-2.16)** (-2.35)** (-1.80)* (-2.06)** (-1.84)* (-2.09)** (-0.52) (-2.09)** (-2.16)** (-1.99)**
precision -1.9715 -1.9998 -2.0044 -2.0947 -2.1062 -2.1063
(-3.25)*** (-3.61)*** (-3.49)*** (-3.33)*** (-3.47)*** (-3.51)***
rubber -2.0451 -2.0095 -2.1040 -2.1778 -2.1622 -2.2007
(-2.54)** (-2.47)** (-2.55)** (-2.65)*** (-2.63)*** (-2.64)***
other manufacturing -0.3093 -0.2202 -0.3416 1.8191 2.3143 2.1720 1.1360 -1.2189 -1.1698 -1.1817
(-0.62) (-0.44) (-0.71) (2.78)*** (7.33)*** (3.28)*** (1.70)* (-2.53)** (-2.41)** (-2.39)**
Constant -3.5600 -3.0979 -3.6260 1.3538 0.8655 1.1678 -2.5287 -2.2433 -2.0807 -2.2529
(-2.20)** (-1.93)* (-2.39)** (0.54) (0.28) (0.50) (-1.13) (-1.19) (-1.11) (-1.30)
Log likelihood -267.58 -266.94 -267.25 -73.71 -75.47 -72.30 -76.53 -183.95 -183.86 -183.82
No. of observations 137 137 137 31 31 31 31 106 106 106
表４：　米国特許生産関数の推定結果：負の二項モデル　（被説明変数= USPAT）
注：カッコ内はz 統計量。これらは不均一分散を修正するためrobust standard errorsに基づいて計算された。統計
的有意性は以下： *** 1%, ** 5%, *10%.
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 $#& $#&
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)
lnJRE 0.7195 0.7192 0.7144 0.8490 0.7664 0.8599 0.8199 0.7085 0.7056 0.6968
(10.26)*** (10.44)*** (10.72)*** (3.78)*** (3.47)*** (3.88)*** (3.23)*** (9.84)*** (9.94)*** (9.90)***
lnUSRE 0.2125 0.2120 0.2133 0.0429 0.1841 0.0933 0.0240 0.2776 0.2772 0.2929
(4.05)*** (4.05)*** (4.09)*** (0.20) (1.05) (0.44) (0.08) (4.85)*** (4.86)*** (5.17)***
EURO 0.5789 0.5840 0.5797 -0.0527 0.3408 -0.0206 -0.0285 0.6872 0.6884 0.6865
(2.87)*** (2.90)*** (2.87)*** (-0.10) (0.97) (-0.04) (-0.05) (2.99)*** (2.98)*** (2.92)***
lnLTS1 0.2539 0.8643 0.7663 0.1604
(1.87)* (2.48)** (3.28)*** (1.10)
lnLTS2 0.1608 0.8853 0.0749
(1.10) (2.41)** (0.47)
lnLTS3 0.0715 0.0324 0.1339
(0.67) (0.11) (1.11)
lnEXP -0.1330 -0.1211 -0.1288 0.0255 -0.2121 0.0002 0.0606 0.0000 0.0150 0.0073
(-0.97) (-0.88) (-0.93) (0.06) (-0.53) (0.00) (0.09) (0.00) (0.12) (0.06)
ACQ -0.0210 -0.0196 -0.0071 -0.2704 -0.3867 -0.1859 0.0041 -0.0458 -0.0465 -0.0862
(-0.10) (-0.09) (-0.03) (-0.66) (-1.12) (-0.43) (0.01) (-0.21) (-0.21) (-0.40)
food -0.7897 -0.8125 -0.8218 -2.5760 -2.0822 -2.7715 -3.1670 -0.4937 -0.5086 -0.5148
(-2.32)** (-2.32)** (-2.29)** (-3.56)*** (-4.68)*** (-3.71)*** (-2.97)*** (-1.62) (-1.66)* (-1.63)
textile 0.8447 0.8018 0.8417 -0.9524 -0.7684 -1.0184 1.3689 1.3165 1.5129
(2.47)** (2.39)** (2.17)** (-0.96) (-0.80) (-0.72) (4.77)*** (4.78)*** (3.97)***
glass 1.0125 0.8722 0.8350 1.0473 0.9358 1.0659
(4.12)*** (3.51)*** (3.08)*** (4.11)*** (3.79)*** (3.89)***
steel 0.2732 0.2084 0.1691 0.3792 0.3294 0.3299
(0.87) (0.70) (0.59) (1.16) (1.04) (1.07)
metal 0.8956 0.8824 0.9017 0.5427 0.5995 -0.3164 1.2107 1.2129 1.2684
(2.20)** (2.14)** (2.14)** (0.95) (0.95) (-0.38) (2.61)*** (2.58)*** (2.78)***
chemical 0.2346 0.2125 0.1955 -0.2710 -0.1362 -0.3737 0.3383 0.3093 0.3884
(0.79) (0.72) (0.66) (-0.56) (-0.28) (-0.79) (0.93) (0.85) (1.03)
pharmaceutical -2.3485 -2.3337 -2.3194 -2.1999 -2.2106 -2.1969 -2.2073 -3.2983 -3.3233 -3.4165
(-6.26)*** (-6.06)*** (-5.80)*** (-3.34)*** (-3.36)*** (-3.16)*** (-2.62)*** (-7.53)*** (-7.56)*** (-7.66)***
machinery 0.3567 0.3037 0.2772 -1.3337 -1.3471 -1.6804 0.4593 0.4186 0.4551
(1.17) (0.99) (0.91) (-1.36) (-1.47) (-1.34) (1.48) (1.33) (1.45)
transport 0.2899 0.3061 0.4093 -0.4579 -0.3602 -0.0532 0.3177 0.3290 0.4199
(0.91) (0.95) (1.23) (-0.78) (-0.65) (-0.09) (0.82) (0.84) (1.03)
precision 1.2688 1.1845 1.1708 1.3050 1.2463 1.3081
(6.42)*** (6.44)*** (6.28)*** (6.62)*** (6.57)*** (6.00)***
rubber 0.9610 0.9530 0.9074 0.9026 0.8979 0.8452
(1.51) (1.47) (1.38) (1.42) (1.40) (1.30)
other manufacturing 0.7325 0.6925 0.6529 -0.5342 -0.4656 -1.0814 1.0221 0.9905 1.0115
(1.74)* (1.61) (1.53) (-1.03) (-0.85) (-2.09)** (2.28)** (2.18)** (2.26)**
Constant -2.7923 -3.1351 -3.3761 -1.2867 -0.8824 -1.5892 -3.6036 -4.1339 -4.4523 -4.2747
(-3.33)*** (-3.74)*** (-4.28)*** (-0.64) (-0.45) (-0.74) (-1.37) (-4.80)*** (-5.08)*** (-5.31)***
Log likelihood -577.36 -578.05 -578.20 -138.03 -139.00 -138.19 -139.75 -432.78 -433.05 -432.49
No. of observations 137 137 137 31 31 31 31 106 106 106
-.!
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イセンシング、技術提携、共同研究といった多様な経路を通じて行われて
いるが、国内だけでは効果的に対応しきれないものもあるはずである。本
節の分析は、リサーチ型の海外研究開発を行っている企業間については、
距離の障壁を超え、国外の研究開発資源からのソーシングを行う際に、資
源への継続的アクセスを可能にするような海外に研究開発拠点をもつこと
が、企業の技術能力に貢献しうるという論点と整合的な結果を示すもので
あった。
第５節　日本企業による海外研究所保有の決定要因 7
ここでは、日本企業による海外研究所保有における系統的なパターンを
検証することによって、海外の研究資源からの知識ソーシングの可能性に
ついて洞察を得ようと試みた。日本企業によって行われる海外研究開発活
動は1980年代後半から増加傾向にあったが、特許数を用いて技術知識の
創造における海外現地法人の貢献を見てみると、まだ限定的なものにとど
まっていることが確認されている（Patel,	1995）。実際、海外研究開発拠点
の大多数は、本国で開発された技術を現地の状況に適応させるサポート型
の研究開発に従事しており、日本企業が保有する海外研究所の数は少ない。
海外進出企業総覧（東洋経済、1999）に掲載されている日本企業の現地法
人19385社のうち、研究開発活動を専門に行っているのは101現地法人だ
けである。
これまでの海外研究開発の決定要因に関する実証分析の多くは、海外
研究開発活動のうち主流を占める現地サポート型の活動に重点を置いてお
り、製造・販売の規模、製品の技術的複雑さ、海外経験などの特性に着目
してきた。しかし、前節で見たように、海外研究開発拠点の機能が、知識ソー
国の技術優位性と海外からの技術知識ソーシング
本 節 は Tomoko Iwasa（2003）: "The Determinants of Overseas Laboratory 
Ownership by Japanese Multinationals," NISTEP Discussion Paper, No.31, 
National Institute of Science and Technology Policy を要約したものである。
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シングを通じた本国の技術能力への貢献を左右することからも分かるよう
に、主にリサーチ型の研究開発活動を行う海外研究所の保有要因を考える
際には、その特性を反映した要因を考慮する必要がある。ここでは、協調
とコミュニケーションのコストの高さをはじめとする企業のマネジメント
能力が海外研究開発に対する強い忌避要因になっていることに着目し、こ
れまで検証されてきた企業特性に加えて、マネジメント能力と技術に関す
る要因を取り入れた。具体的には、海外研究所をマネージする能力は、外
部研究資源に対応する能力によって部分的に表されると考え、委託研究と
技術導入への親和性を経営特性の代理変数に用いた。また、技術特性に
ついては、産業のサイエンス指向とサポート指向の強さに着目して分析を
行った（表6）。
この研究で用いられるサンプル企業は、通商産業省	によって行われた
海外事業活動基本調査（海事調査）の1997年会計年度のデータを用いて決
定された。この調査は1997年会計年度末に海外現地法人に出資している、
金融、保険、不動産をのぞく全ての日本企業を網羅している。回答した製
造業1407社のうち、研究開発活動に関する情報の入手可能な709社につい
て、さらに研究開発ラボの保有状況を見るため、同じく日本企業の海外現
地法人のデータベースである、海外進出企業総覧（東洋経済、1999）とマッ
チングさせた	。この結果、現地法人を保有する親会社である製造業企業
526社がサンプル企業となった。これらのうち、247企業が海外研究開発活
動に対して支出を行っている。
これらのデータについて以下の推定式に基づき実証分析を行った。被説
明変数の2項性（研究所を保有する／保有しない）のためプロビット推定
法を採用する。
Yi* = 0 + 1RDINTi + 2 ln(GSALEi )+ 3 ln(EXPi )
+ 4NACRi + 5ACRi + 6TACQi
+ 7UNIVis + 8PRODis + 9CUSTis + s
s
Dis + i
LABi =1 (Yi* > 0)
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被説明変数、LABiは、企業が海外研究所をひとつ以上保有する場合1を
とり、保有しない場合0を取る。判断基準であるが、海外進出企業総覧に
おいて主要な活動が研究もしくは開発だけとされている現地法人を、企業
がひとつ以上保有する場合、その企業は海外研究所を保有すると考える（東
洋経済、1999）。このプロセスによって47社が海外研究所を保有すると認
識された。これら研究所を保有する企業のうちおよそ95％は、少数の研究
所しか保有していない。68％は研究所を1つだけ、26％は2つ保有している。
例外として、6つの研究所を保有する企業が1社ある。
実証分析によって得られた推計結果（表７）は概ね仮説と整合的なもの
であり、委託研究に対する親和性によって測られた外部研究資源への対応
能力が高いほど、企業はより海外研究所を保有する傾向があることがみら
れた。海外からの技術知識ソーシングの活性化は、企業の自前主義からオー
プンイノベーションへの移行と平行して起きていることから、日本企業の
イノベーション・プロセスが次第にオープンなものに変化するにつれて、
海外からのソーシングも促されることが示唆される。また、大学からの情
報がイノベーションに果たす役割が大きいほど、海外研究所を保有する傾
向が強まることが示され、サイエンス指向の強い企業ほど、海外の大学や
研究所とのコンタクトを求めて海外研究所を保有するインセンティブが高
くなることが予想される。
６．結論
本稿は、国が優位性を持たない技術分野において、企業が研究資源を欲
したときに、これをどのようにして補うことが出来るのだろうかという問
題意識のもと、企業による海外研究開発活動を通じた技術知識ソーシング
の可能性について、各節を通じて検討してきた。日本は情報通信、ソフト
Yi* = 0 + 1RDINTi + 2 ln(GSALEi )+ 3 ln(EXPi )
+ 4NACRi + 5ACRi + 6TACQi
+ 7UNIVis + 8PRODis + 9CUSTis + s
s
Dis + i
LABi =1 (Yi* > 0)
217
国の技術優位性と海外からの技術知識ソーシング
表７: 推定結果
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
RDINT 11.1929 11.5694 11.2041 12.9794 11.9083 12.7229 13.8512
(2.93)*** (3.43)*** (3.29)*** (4.40)*** (3.13)*** (4.00)*** (4.94)***
ln(GSALE) 0.6563 0.6538 0.5593 0.5479 0.5479
(7.78)*** (8.05)*** (7.88)*** (7.80)*** (7.79)***
ln(EXP) -0.3137 -0.3106 0.2802 0.2855
(-2.32)** (-2.46)** (2.15)** (2.17)**
NACR 1.3899 1.3393 1.3441 1.1798 1.2989 1.3318 1.1135
(1.95)* (1.93)* (1.95)* (2.33)** (1.81)* (1.81)* (2.04)**
ACR 4.3466 4.2320 3.9687 2.3804 4.3649 4.0720 2.4389
(3.93)*** (4.42)*** (4.15)*** (2.42)** (4.00)*** (4.19)*** (2.44)**
TACQ -0.3384 -0.2770 -0.1878 0.1935 -0.2526 -0.1850 0.2251
(-0.19) (-0.17) (-0.13) (0.32) (-0.14) (-0.12) (0.36)
UNIV 2.3006 1.4258 1.5185 1.1112 2.1364 1.2404 0.7364
(2.04)** (2.23)** (2.39)** (1.95)* (2.02)** (1.81)* (1.16)
PROD -1.8897 -0.7791 -0.8865 -0.6684
(-1.55) (-1.05) (-1.21) (-1.07)
CUST -2.9178 -1.0748 -1.3157
(-2.74)*** (1.68)* (2.24)**
food 0.1210 -0.3921
(0.20) (-0.59)
chemical 0.0310 0.2482
(0.05) (0.55)
pharmaceutical -0.8180 -0.9754
(-0.68) (-0.92)
oil 0.0712 -0.3007
(0.09) (-0.35)
machine 0.0047 0.4787
(0.01) (1.04)
electronics 0.3287 0.6537
(0.75) (1.66)*
transport 0.4785 0.6808
(1.12) (1.64)
precision 0.0337 0.0136
(0.04) (0.02)
Constant -8.2014 -8.3213 -8.7809 -3.5320 -7.5801 -8.3053 -2.8505
(-6.31)*** (-7.53)*** (-8.14)*** (-4.17)*** (6.10)*** (-7.21)*** (-3.22)***
観察数 526 526 526 526 526 526 526
Log Likelihood -93.00 -94.76 -96.80 -128.17 -92.90 -96.09 -125.96
被説明変数： ひとつ以上の海外研究所を保有する場合LAB=1
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ウェア、バイオテクノロジーなどの成長産業において相対的優位性を確立
することができていないため、イノベーション・システムの差異を享受
するため海外からの技術知識ソーシングが起きる可能性があり、またイノ
ベーション・プロセスの中では比較的上流におけるシーズを求めてソーシ
ングが行われると考えられる。
第３節では、海外からの技術ソーシングと国の技術優位性との関係、そし
て海外研究開発拠点が媒介として作用する可能性について検証した。まず特
許データを用いて顕示技術優位性指標（Revealed	technologicaladvantage:	
RTA）を作成し、代表的な科学依拠型の技術分野であるバイオテクノロ
ジーおよび製薬分野における各国の技術優位性について比較対象を行い、
国際的な技術リーダーへのキャッチアップ圧力と、国内の保有技術資源の
制約との間でミスマッチが生じる可能性について叙述的に検証した。その
結果、特許取得数という数の面から見ると、日本はバイオ･製薬分野にお
いて米国に次ぐ大きな研究開発資源を国内に保有しているものの、殊に、
1970	年代半ば以降、世界規模でバイオテクノロジー産業の発展が著しく
なるなかで、日本の両分野における相対的優位性は低下傾向にあることが
示された。さらに、日本企業が直面する本国の相対的な技術優位性や、海
外研究開発活動をはじめとする企業戦略と、国外からのソーシングとの関
係について検討するために実証分析を行い、本国が当該技術において強い
比較優位を保有していない場合、そして海外でイノベーションが行われた
場合、より活発な海外からのソーシングが行われる傾向があることが確認
された。
つぎに第４節では、国内と海外の研究開発活動によって高められる企業
側の吸収能力と、ソーシング先である現地法人のロケーションにおける研
究開発資源の豊かさに焦点を当て、付与された特許数で計測される国内と
米国における発明活動に対してこれらがどのように貢献するのかを検証し
た。その結果、米国現地法人を高い現地技術力を持つ州に設立することが、
「リサーチ型」企業の発明に有意に貢献することがわかった。これは、ソー
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シング活動が行われる可能性が高い、豊かな研究開発資源を保有する海外
のロケーションにおいて、企業が研究開発活動を継続的に行うことがその
技術能力の向上に貢献することを示唆するものである。
第５節では、日本企業による海外研究所保有における系統的なパターン
を検証することによって、海外の研究資源からの知識ソーシングの可能性
について洞察を得ようと試みた。これまでの海外研究開発の決定要因に関
する実証分析の多くは、海外研究開発活動のうち主流を占める現地サポー
ト型の活動に重点を置いており、製造・販売の規模、製品の技術的複雑さ、
海外経験などの特性に着目してきた。しかし４章で見たように、海外研究
開発拠点の機能が、知識ソーシングを通じた本国の技術能力への貢献を左
右することからも分かるように、主にリサーチ型の研究開発活動を行う海
外研究所の保有要因を考える際には、その特性を反映した要因を考慮する
必要があるため、これまで検証されてきた企業特性に加えて、マネジメン
ト能力と技術に関する要因を取り入れ分析を行った。その結果、外部部研
究資源への対応能力が高いほど、企業はより海外研究所を保有する傾向が
あることがみられ、日本企業のイノベーション・プロセスが次第にオープ
ンなものに変化するにつれて、海外からのソーシングも促されることが示
唆される。
欧米企業を中心に企業外の研究開発資源を求めて、1990	年代後半から
さらに急速に海外研究開発活動、M&A、アライアンス等、様々な経路を
通じて技術知識ソーシングが行われるようになった。主に、この動きは成
長産業である製薬産業や、コンピューター、情報通信分野において行われ
た。これに対して日本企業のイノベーション活動のグローバル化は、バブ
ル経済期の1980	年代後半から90	年代にかけて海外に研究所を設立するこ
とから本格的に始まり、バブル崩壊の後も着実に進んでいる。米国におけ
る各国の研究開発支出の比較を見る限りでは、ヨーロッパ製薬企業のよう
な急速かつ集中的な米国への研究開発投資の増加やアライアンスの増加は
ないものの、比較的一定のペースで増加を続けている。本研究の実証分析
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は1990	年代後半にデータに基づく。この分析時点では、まだ日本企業の
間ではM&A	が活用されておらず、将来、企業のコア技術となることが期
待される技術のソーシング経路として、海外研究開発活動を媒介としたも
のに特に焦点を当てている。しかし本分析結果を現在の日本企業に当ては
めて考える場合、現在は日本企業間でもM&Aが次第に増加しつつある点
について注意する必要がある。とはいえ、大勢については、日本企業によ
るイノベーションの国際化は比較的リニアな動きを見せており、本研究の
分析結果から推測して含意を得ても問題がないと考える。また企業規模に
関していえば、海外研究開発を介したソーシングは、売上規模も研究開発
規模も大きい大企業については有効な方法かもしれないが、企業内の研究
資源やマネジメント資源、補完資産が小さい中小企業にとっては必ずしも
そうではない点について注意が必要である。
現在、成長が期待される科学依拠型の技術分野においては、アカデミッ
クな研究開発資源との継続的な連携が不可欠である。このような分野では、
日本が高度成長を遂げた時期のように海外からある程度完成された技術を
導入し、これをもとに開発を行うことで競争力を維持することは難しく、
むしろ大学などの研究機関とアライアンスを組み、インサイダーとして
技術知識の想像に関わっていく必要がある。グローバル規模でのイノベー
ションにつながるような日本企業の海外研究開発活動は、他の先進国に比
べて非常に低い。しかし、第４節の実証結果に見られるように海外での
リサーチ型の研究開発への取り組みが企業の技術能力の向上に貢献してい
ること、また外部研究資源の活用に活発な企業ほど海外研究所を保有する
傾向が強いという第５節の分析結果を合わせて考えてみると、日本企業の
自前主義からの脱却が次第に進むにつれて、グローバル規模でのイノベー
ション活動の活性化も促されるのではないだろうか。イノベーションは必
ずしも最先端の技術を自主開発しなくても行い得るが、フロンティアを開
拓するような技術開発のためには、技術知識が生まれる現場へのアクセス
を維持できる環境にあるほうが望ましい。今日の日本の企業のあり方から
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は大きなチャレンジではあるが、明治開国の頃、進取の精神を胸に海外に
飛び出し多くを学び取ったときからさらに前進し、海外のさまざまな資源
とオープンにつながりあうことで、より競争力を高めていけるものと考え
る。
最後に、本研究から導き出される今後の研究課題は2点ある。一つ目は
本研究における分析期間では未だ日本企業によるソーシングの経路は限定
され、またソーシングの対象となる研究資源も欧米諸国に限定されていた。
しかし、その後日本以外のアジア諸国における研究開発資源が急速に増加
の傾向にある。今後、日本企業による海外からのソーシングについて分析
するのであれば、これら経路および対象国の多様化も取り入れて分析を行
う必要がある。二つ目は、本研究は大企業による海外研究開発拠点を経路
にした科学的知識を中心にしたソーシングと、非常に狭く限定したうえで
分析を行った。しかし、本来は企業が保有する補完資産の有無も含め、企
業の境界の在り方に応じてソーシングの経路も決まってくるはずである。
日本企業による技術知識ソーシングが1990	年代後半に比べて多様化した
現時点について分析を行うのであれば、分析視点も柔軟な捉え方に変えた
ほうが、非常にダイナミックに変化している分野だけに、より興味深い含
意が引き出せるのではないかと考える。
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